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主 文

１ 被告らは，参加人に対し，連帯して，３億円を支払え。

２ 原告の請求をいずれも棄却する。

３ 訴訟費用は，原告に生じた費用を原告の負担とし，参加人に生じた費用と被

告らに生じた費用を被告らの負担とする。

４ この判決は，仮に執行することができる。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

１ 原告の請求

被告らは，原告に対し，連帯して，３億円を支払え。

２ 参加人の請求

被告らは，参加人に対し，連帯して，３億円を支払え。

第２ 事案の概要

本件は，たくぎん抵当証券株式会社（以下「たくぎん抵当」という ）が，株。

式会社藤田陸運（以下「藤田陸運」という ）に対し，金銭消費貸借契約に基づ。

き１０億円を貸し付けたうえ，被告旧藤田運輸との間で，藤田陸運が金銭消費貸

借取引等に基づきたくぎん抵当に対して負担する債務につき５億円を限度とする

保証契約を交わしたところ，その後，上記１０億円の貸金債権を譲り受けた原告

が，被告旧藤田運輸に対し，上記保証契約に基づく全部請求として３億円の保証

債務の履行を求めるとともに，被告新藤田運輸に対し，主位的主張として，商号

を続用した営業譲受人の責任（平成１７年法律第８７号による改正前の商法（以

下「旧商法」という ）２６条１項）に基づき，また，予備的主張として，法人。

格否認の法理に基づき，同じく上記保証契約に基づき３億円の保証債務の履行を

求めた事案である。

なお，本訴係属中に，原告から上記３億円の貸金債権を含む原告の貸金債権全

部を譲り受けたと主張して，参加人が訴訟参加し，原告が訴訟脱退の申出をした
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が，被告らは，原告の脱退につき承諾しなかったものである。

１ 前提事実（当事者間に争いがないか，証拠及び弁論の全趣旨により容易に認

定できる事実）

（１） 当事者等

ア 原告は，貸付金債権及びその担保の取得，運用，処分等を目的とする，

ケイマン諸島法に準拠して設立された会社であり，参加人は，会社法の施

行に伴う関係法律の整備等に関する法律２条の特例有限会社である。

イ 被告旧藤田運輸は，昭和４０年２月１２日に「株式会社藤田運輸」の商

号で千葉県成田市ａｂ番地ｃを本店所在地として設立された，一般貨物自

， ，動車運送事業等を目的とする株式会社であり Ｄが代表取締役であったが

平成１６年８月２０日，本店所在地を千葉市ｄ区ｅｆ丁目ｇ番ｈ号に移転

し，同年９月１日，株主総会の決議により解散した。

ウ 被告新藤田運輸は，平成１３年７月３日に「成田エアポートサービス株

式会社」の商号で千葉県四街道市ｉｊ番地のｋを本店所在地として設立さ

れた，損害保険代理業，一般貨物自動車運送事業等を目的とする株式会社

であり，Ａが代表取締役であったが，平成１６年５月２０日，商号を「株

式会社藤田運輸」に変更し，同年６月１５日に被告旧藤田運輸の取締役で

あったＢが新たに代表取締役に就任したうえ，平成１７年２月２５日，本

店所在地を千葉市ｄ区ｅｌ丁目ｍ番ｎ号に移転したものである。

エ 藤田陸運は，平成元年７月１０日及び平成３年１２月１７日の各当時，

被告旧藤田運輸の現在の本店所在地と同一の住所地に本店を置き，Ｃが代

表取締役を務めていた。

オ 株式会社藤田組（以下「藤田組」という ）は，平成元年７月１０日当。

時，被告旧藤田運輸の現在の本店所在地と同一の住所地に本店を置き，不

動産等の賃貸業等を営んでいたもので，Ｄが代表取締役を務めていた。

（２） 本件金銭消費貸借契約の締結
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たくぎん抵当は，平成元年７月１０日，藤田陸運との間で 「金銭消費貸，

借抵当権設定契約書 （以下「本件金銭消費貸借契約書」という ）を交わ」 。

， （ 「 」し 概ね以下の約定で１０億円を貸し付けた 以下 本件金銭消費貸借契約

といい，これに基づく債権債務を「本件貸金債権 「本件貸金債務」とい」，

う 。。）

最終弁済期 平成４年７月８日（元金一括）

利息 利率年６．４パーセント（但し変動金利 ，毎年１月，４）

月，７月及び１０月の各月８日に３か月分の利息を前払い

により支払う

遅延損害金 年１８パーセント（年３６５日の日割計算）

期限の利益 藤田陸運が債務の一部でも履行を遅滞したときは，たくぎ

の喪失 ん抵当の請求によって，本件貸金債務についての期限の利

益を失い，直ちに同債務を弁済する

これとともに，藤田組及びＣは，たくぎん抵当との間で，本件金銭消費貸

借契約書により，藤田陸運が本件金銭消費貸借契約に基づいて負担する一切

の債務について，藤田陸運と連帯して保証する保証契約を締結し，更に，藤

田組は，たくぎん抵当との間で，藤田組が所有する不動産（土地３筆，事務

所等３棟）について抵当権を設定する抵当権設定契約を締結し，たくぎん抵

当のために抵当権設定登記がなされた。

（３） 本件保証契約の締結

たくぎん抵当は，平成３年１２月１７日，藤田陸運，Ｃ，被告旧藤田運輸

及びＥとの間で「根抵当権設定契約証書 （以下「本件契約書」という ）」 。

を交わし，藤田陸運を債務者とするａ金銭消費貸借取引による債権及びｂた

くぎん抵当が取得する手形上・小切手上の債権を担保するため，藤田陸運，

被告旧藤田運輸及びＥについて，同人らが各所有する合計３６筆の土地（藤

田陸運につき６筆，被告旧藤田運輸につき２９筆，Ｅにつき１筆）を共同担
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， （ 「 」 。）保として 極度額を５億円とする根抵当権 以下 本件根抵当権 という

を設定する根抵当権設定契約を締結し（以下「本件根抵当権設定契約」とい

う ，上記ａｂの取引によって藤田陸運が負担する一切の債務について，。）

Ｃ，被告旧藤田運輸及びＥが，藤田陸運と連帯して，５億円を限度として保

証する保証契約を締結した（以下「本件保証契約」といい，これに基づく債

権債務を「本件保証債権 「本件保証債務」という 。」， 。）

（４） 本件不動産競売の申立て及び同開始決定

たくぎん抵当は，藤田陸運が本件金銭消費貸借契約に基づく利息の支払を

怠ったことから，平成４年３月６日到達の書面により藤田陸運に対して本件

貸金債務の履行を請求し，もって本件貸金債務について期限の利益を喪失さ

せた。

そこで，たくぎん抵当は，本件根抵当権に基づき，千葉地方裁判所佐倉支

部に対し，前記合計３６筆の土地について，担保権の実行としての不動産競

売（以下「本件不動産競売」という ）を申し立て，平成５年１１月２日，。

不動産競売開始決定を得た（同裁判所佐倉支部平成５年（ケ）第２６９号，

後の千葉地方裁判所平成１２年（ケ）第５５２６９号 。同決定正本は，同）

年１２月１５日，藤田陸運に送達された。

（５） 本件貸金債権の譲渡及び同通知

ア たくぎん抵当は，平成９年１１月１９日午後６時４５分，破産宣告を受

けて破産管財人が選任されたところ，同管財人は，平成１３年１０月２５

日，ニッポン・キャピタル・パートナーズ・スリー・エルエルシー（以下

「スリーエルエルシー」という ）に対し，本件貸金債権を譲渡し（以下。

「本件第１譲渡」という ，平成１４年３月１５日，千葉地方裁判所に。）

対し，上記不動産競売事件について申立人の地位をたくぎん抵当の破産管

財人からスリーエルエルシーが承継した旨の不動産競売申立人変更届を提

出するとともに，藤田陸運に対し，同年９月５日 「債権譲渡通知書」を，
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発送した。

イ スリーエルエルシーは，平成１４年４月１０日，原告に対し，本件貸金

債権を譲渡するとともに（以下「本件第２譲渡」という ，藤田陸運に。）

対し，同年９月５日 「通知書」によりその旨を通知し，翌６日，同通知，

は藤田陸運に到達した。

ウ 原告は，平成１４年４月１９日，コンテナー・フレイト・ステーション

成田株式会社（以下「コンテナー」という ）に対し，本件貸金債権の元。

本のうち４億円並びにこれに対する利息債権及び遅延損害金債権を譲渡し

た（以下「本件第３譲渡」という 。。）

エ コンテナーは，平成１５年１２月２６日，原告に対し，本件第３譲渡に

より譲り受けた上記本件貸金債権元本４億円のうち２億円並びにこれに対

する利息債権及び遅延損害金債権を譲渡するとともに（以下「本件第４譲

渡」という ，藤田陸運に対し，同日付け「通知書」によりその旨を通。）

知し，平成１６年１月８日，同通知は藤田陸運に到達した。

なお，コンテナーは，被告旧藤田運輸に対しても，平成１５年１２月２

６日付け「通知書」により本件第４譲渡を通知し，平成１６年１月９日，

同通知は被告旧藤田運輸に到達した。

（６） 本件不動産競売に基づく配当

コンテナーは，平成１４年７月２日，本件不動産競売手続において，１億

７３２３万３１７６円の配当を受けた。

（７） 本件営業譲渡

被告旧藤田運輸は 平成１６年６月２５日 被告新藤田運輸との間で 一， ， ，「

般貨物自動車運送事業の譲渡し及び譲受け契約書」を交わして，車輌，機械

器具，什器備品，在庫品を含む一般貨物自動車運送事業に関連する一切の資

産及び権利義務を譲渡価格１５５１万円で譲渡する旨の契約（以下「本件営

業譲渡」という ）を締結し，これにつき，同年８月１２日，関東運輸局長。
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の認可を得た。

（８） 被告新藤田運輸についての旧商法２６条２項の免責登記

被告新藤田運輸について，平成１６年１１月８日 「商号の譲渡人の債務，

に関する免責」について 「当会社は平成１６年５月２０日商号の譲渡を受，

けたが，譲渡人である株式会社藤田運輸の債務について責に任じない」旨の

登記がなされた（以下「本件免責登記」という 。。）

（９） 本訴の提起

原告は，平成１７年１月２６日，被告らに対し，本訴を提起した。

（１０） その後の本件貸金債権の譲渡及び同通知

ア 原告は，平成１９年８月２２日，合同会社ジェイ・スリー・インベスト

メンツ（以下「ジェイ・スリー・インベストメンツ」という ）に対し，。

本件貸金債権元金８億円並びにこれに対する利息債権及び遅延損害金債権

を譲渡するとともに（以下「本件第５譲渡」という ，藤田陸運に対し，。）

同年１０月１７日付け「債権譲渡通知書」によりその旨を通知し，同月２

０日，同通知は藤田陸運に到達した。

， ， ，イ 更に ジェイ・スリー・インベストメンツは 平成１９年１０月３１日

参加人に対し，本件第５譲渡により取得した債権を譲渡するとともに（以

下「本件第６譲渡」という ，藤田陸運に対し，同日付け「債権譲渡通。）

知書」によりその旨を通知し，同年１１月１３日，同通知は藤田陸運に到

達した。

（１１） 被告らによる商事消滅時効の援用

被告らは，本件貸金債務につき，原告に対し，平成１９年３月１５日の本

件第５回弁論準備手続期日において，平成１３年１０月２５日を起算日とす

る商事消滅時効を援用する旨，また，原告及び参加人に対し，平成２０年５

月１３日の本件第１２回弁論準備手続期日において，平成１４年７月２日を

起算日とする商事消滅時効を援用する旨の各意思表示をした。



- 7 -

２ 争点

（１） 債権譲渡の対抗要件

（２） 本件保証債務の随伴性の有無

（３） 被告新藤田運輸は旧商法２６条１項により本件保証債務を負うか。

（４） 被告新藤田運輸は法人格否認の法理により本件保証債務を負うか。

（５） 商事消滅時効の成否

（６） 本訴の請求が信義則違反又は権利の濫用にあたるか。

３ 争点についての当事者の主張

（１） 争点（１ （債権譲渡の対抗要件）について）

【原告及び参加人の主張】

ア 民法４６７条による通知

たくぎん抵当破産管財人は，平成１４年９月５日，藤田陸運に対し，本

件第１譲渡を内容証明郵便により通知し，スリーエルエルシーも，同日，

藤田陸運に対し，本件第２譲渡を通知し，いずれの通知も藤田陸運に到達

している。本件第１譲渡の通知については配達証明書が見当たらないもの

の，いずれの通知書についても株式会社ロンバート債権回収（以下「ロン

バート」という ）が出状手続を代行したものであって，本件第２譲渡の。

通知が同月６日に藤田陸運に到達していることからすれば，本件第１譲渡

の通知も，同日ころに藤田陸運に到達したはずである。

そして，原告は，藤田陸運に対し，本件第３譲渡を通知し，その通知も

同月下旬ころに到達し，平成２０年５月２日にも再度到達しているうえ，

コンテナーも，藤田陸運に対し，本件第４譲渡を通知し，同通知も平成１

６年１月８日に到達している以上，原告は，本件各債権譲渡について対抗

要件を具備しているといえるのであり，更に，本件第５譲渡及び本件第６

譲渡の通知も，いずれも藤田陸運に到達している以上，参加人もまた対抗

要件を具備しているといえる。
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これらは，藤田陸運及び被告旧藤田運輸が，本件不動産競売手続におい

， ，て 債権者の地位の承継につき一度も執行異議を申し立てなかったことや

被告らが，本訴において突然対抗要件の抗弁を主張し始めたのが，第４回

弁論準備手続において陳述した平成１９年１月２６日付け準備書面からに

すぎないことからも明らかというべきである。

イ 民事執行規則１７１条による通知

民法４６７条（指名債権譲渡の対抗要件）において，債権の譲受人によ

る通知が債権譲渡の対抗要件として認められない趣旨が虚偽通知がなされ

得るからであることからすれば，虚偽通知の可能性がなく，かつ利害関係

のない第三者からの通知により，債務者が債権譲渡の事実を知った場合に

は，対抗要件としての通知がなされたとみなすのが相当であるところ，本

件においては，本件第１譲渡ないし本件第３譲渡については，各譲渡人が

千葉地方裁判所へ競売申立人ないし債権者の地位承継の申立書を提出し，

同裁判所書記官が，その都度，債権譲渡に基づく申立債権者の変更があっ

たこと及び債権譲渡に伴う移転登記が経由されたことを確認したうえ，民

事執行規則１７１条（担保権の実行が開始された後の差押債権者の承継の

通知）に基づき，債務者である藤田陸運及び担保物件の所有者である被告

， ， ，旧藤田運輸に対して 当該債権が承継された旨通知しており これにより

債務者である藤田陸運は，債権譲渡の事実を認識したと解されるから，原

告及び参加人は，債権譲渡の対抗要件を具備したというべきである。

被告らは，上記裁判所書記官による通知が藤田陸運に到達していない旨

主張するが，仮に到達していないとしても，裁判所は従前の送達場所に送

達しており，送達場所の変更届がなされていない以上有効な送達とみなさ

れるのであり（民事執行法１６条，民事訴訟法１０４条２項，３項 ，し）

かも，本件不動産競売手続は既に終了している以上，被告らにおいて，も

はや上記送達の瑕疵を争うことは許されないというべきである。
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ウ 民法４６７条による承諾

更に，藤田陸運及び被告旧藤田運輸は，同裁判所書記官からの競売申立

人ないし債権者の地位承継の通知を受けた後，執行異議を申し立てること

により当該債権譲渡を争うことができたにもかかわらず，一度たりとも執

行異議の申立てをしないまま，本件不動産競売手続が配当実施により終了

したことや，被告らが対抗要件の抗弁の主張をしたことが本訴の第４回弁

論準備手続に至ってにすぎないことなどからすれば，藤田陸運及び被告旧

藤田運輸は，これまで各債権譲渡を承諾していたものというべきであるか

ら，原告及び参加人は，債権譲渡の対抗要件を具備しているというべきで

ある。

エ 信義則違反又は権利の濫用

上記ウのとおり，被告旧藤田運輸が各債権譲渡につき執行異議の申立て

をしなかったにもかかわらず，本訴において対抗要件の抗弁を主張するの

は，配当実施により終了した本件不動産競売手続の効果を覆すことにつな

がるものである以上，民事執行手続の安定化のため，手続内で不服を主張

することができたのに主張しなかった事由は，手続終了後に主張すること

ができない旨の原則等を規定した民事執行法の趣旨からしても，信義則違

反又は権利の濫用であり，許されないというべきである。

【被告らの主張】

ア 民法４６７条による通知の欠缺

原告及び参加人が本件保証債権を請求するには，本件第１譲渡ないし本

件第６譲渡の各債権譲渡につき，対抗要件として各譲渡人から主たる債務

者である藤田陸運に債権譲渡の通知がなされていなければならない。

しかしながら，そもそも，既に本件第１譲渡について，その「債権譲渡

通知書」が主債務者である藤田陸運に到達したことを示す証拠は何らない

うえ，各債権譲渡の通知についてみても，それらの出状手続を代行したと
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いうロンバートの作成経緯等が何ら判明しないうえ，本件第１譲渡の通知

書は本件第２譲渡後であり本件不動産競売手続すら終了した後に至って通

知されていること，たくぎん抵当の破産管財人事務所は札幌であるにもか

かわらず東京中央郵便局から発送されていること，本件第２譲渡の通知書

は配達証明書の宛先がスリーエルエルシーの代理人弁護士の事務所ではな

く原告の日本における代表者になっていることなど，通知に関して不自然

な点ばかり存することに鑑みれば，真実に各債権譲渡がなされ，それに伴

ってなされた債権譲渡の通知であると到底信用することはできないという

べきである。

イ 民事執行規則１７１条による通知に対する反論

原告及び参加人は，民事執行規則１７１条に基づく裁判所書記官による

通知も債権譲渡の対抗要件たり得る旨主張するが，債権譲渡の通知は対抗

要件である以上，権利状態を安定させるため，譲渡人から債務者へ債権譲

渡の事実を通知するという民法４６７条に従って画一的になされるべきと

いうところ，民事執行規則１７１条に基づく通知は，その主体が裁判所書

記官であって譲渡人の代理人として行うものではないし，通知内容も，債

権譲渡があったという事実とは異なり，不動産競売手続の申立人ないし債

権者の地位の承継があった事実を証する文書が裁判所に提出されたという

事実にすぎないのであるから，同条に基づく通知をもって民法４６７条の

通知の代わりになるとは到底いえない。これは，たとえ通知手続に裁判所

， ，という信頼できる第三者が関与していたとしても同様であり このことは

債権譲渡の通知を欠いた訴え提起や抵当権の実行の申立てが不適法とされ

ていることからも明らかである。

ちなみに，本件においては，裁判所書記官による通知すら，藤田陸運に

対しても被告旧藤田運輸に対しても到達していないのである以上，原告及

び参加人の主張はその前提を欠くというべきである。この点，原告は，藤
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田陸運が送達場所の変更届をしなかった以上，従前の送達場所に送達すれ

ば有効な送達とみなされ，送達の瑕疵を後に争うことはできない旨主張す

るが，裁判所書記官が従前の送達場所宛に通知を発送しても，それが藤田

陸運に到達していない限り，実体法上，債権譲渡の対抗要件としての通知

の効果は生じないというべきであり（最高裁判所平成７年９月５日第三小

法廷判決・民集４９巻８号２７８４頁参照 ，本件第２譲渡に関する「債）

権者地位承継申立書」は，原告からコンテナーへ承継されたなどと誤って

記載されているものであり，これに基づき裁判所書記官による通知がなさ

れたのであれば，そもそも民事執行規則１７１条の通知すらなされていな

いというべきである。

ウ 民法４６７条による承諾に対する反論

原告及び参加人は，藤田陸運が各債権譲渡を承諾した旨を主張するが，

不動産競売事件の終結により債務者らは当該執行手続内において異議を述

べる機会を失うものの，そもそも異議の申立ては権利であって義務ではな

い以上，異議を申し立てなかったことが実体法上の権利に何らかの影響を

及ぼすことはあり得ないから，藤田陸運や被告旧藤田運輸が債権譲渡の承

諾をしたことにはならない。また，民事執行法１８４条は，担保不動産競

売における代金の納付による買受人の不動産の取得は，担保権の不存在又

は消滅により妨げられない旨規定しているところ，これは，競売手続外か

ら手続に参加した競落人を保護するためにすぎず，それゆえ競売申立人が

競落した場合には同法の適用がないとされていることに鑑みれば，まさに

債権者及び保証人間の争訟である本訴において，実体上の権利関係を争う

ことは何ら問題はないというべきである。

エ 信義則違反又は権利の濫用に対する反論

上記ウのとおり，不動産競売手続において異議の申立てをしなかったと

しても，同手続終了後に訴訟において対抗要件の抗弁を主張することは何
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ら問題はないのであるから，被告らによる対抗要件の抗弁の主張が信義則

違反又は権利の濫用にあたるはずがない。

（２） 争点（２ （本件保証債務の随伴性の有無）について）

【原告及び参加人の主張】

原告は，本件第１譲渡，本件第２譲渡及び本件第３譲渡により，本件貸金

債権元金のうち６億円及びこれに附帯する一切の権利を取得するとともに，

以下の理由により，本件保証債権のうち３億円を限度とする保証債権も取得

したというべきであり，参加人は，本件第５譲渡及び本件第６譲渡によって

これらを取得したというべきである。

ア 本件保証契約の性質（根保証契約か否か）について

本件保証契約の被担保債権は本件貸金債権のみであること，本件保証契

約は保証人に法人が存することに鑑みれば民法４６５条の２以下の規定

（貸金等根保証契約（平成１６年法律第１４７号による改正民法 ）は適）

用されないこと，本件契約書第１３条３項等は「保証人が保証債務を履行

した場合，代位によって貴社から取得した債権は，債務者と貴社との取引

継続中は，貴社の同意がなければこれを行使しません 」と規定している。

ことからすれば，本件保証契約の法的性質は根保証契約ではないから，そ

の債権譲渡の効果については，通常の保証契約の解釈が妥当し，本件保証

債務も主債務に随伴して債権の譲受人に移転するというべきである。

イ 本件保証契約の性質が根保証契約である場合，本件保証契約が担保する

元本は債権譲渡前に確定しているかについて

仮に，本件保証契約の法的性質が根保証契約であるとしても，本件保証

契約及び本件根抵当権設定契約の締結には同一の本件契約書が用いられて

おり，被担保債権も同一であることからすれば，契約当事者間において根

保証契約につき根抵当権の元本確定事由とは異なる確定事由を設ける旨の

特約などない限り，両者の元本確定事由も同一と解すべきところ，本件保
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証契約については固有の元本確定事由が定められていない以上，本件根抵

当権と同一と解すべきであり，そうだとすれば，たくぎん抵当が平成５年

１１月２日に本件不動産競売を申し立てたことにより本件根抵当権が担保

する元本が確定（民法３９８条の２０第１項）したことに伴い，遅くとも

同日時点において，本件保証契約における主たる債務の元本も確定したと

解されるから，本件保証債務は，本件第１譲渡時において既に随伴性を有

していたというべきである。

ウ 本件保証契約が担保する元本が債権譲渡前に確定していない場合，本件

保証債務は随伴性を有するかについて

仮に，本件保証契約における被担保債権の元本が債権譲渡前に確定して

いないとしても，そもそも根保証には根抵当権と異なり民法上随伴性を否

定する規定はないこと，本件契約書第１３条３項等は 「保証人が保証債，

務を履行した場合，代位によって貴社から取得した債権は，債務者と貴社

， 。」 ，との取引継続中は 貴社の同意がなければこれを行使しません と定め

元本確定前であっても他の保証人や根抵当権設定者に対する権利が代位移

転することを容認していること，本件契約書第１条には 「別に差し入れ，

た金銭消費貸借契約書 （本件金銭消費貸借契約書）の各条項を承認する」

旨の規定があるところ，本件金銭消費貸借契約書第２４条１項には，たく

ぎん抵当が本件貸金債権及び担保権を他社に譲渡することを承諾する旨規

定されており，本件金銭消費貸借契約締結後に追加された根抵当権設定者

や保証人も，たくぎん抵当による本件貸金債権及びその担保権の譲渡を承

諾していると解すべきであることからすれば，本件保証債務は随伴性を有

し，各債権譲渡により原告及び参加人に本件保証債権が移転しているとい

うべきである。

【被告らの主張】

原告及び参加人が本件貸金債権について主張する各債権譲渡の事実は不知
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であり，原告及び参加人に本件保証債権が帰属したことは争う。

ア 本件保証契約の性質（根保証契約か否か）

本件保証契約は，本件契約書において「保証人は，債務者が第１条に規

定する取引によって貴社に対し負担するいっさいの債務について金５００

００００００円也を限度として 本人と連帯して保証債務を負い … 第， ， 」（

１３条）と規定されていることからも明らかなとおり根保証契約であって

通常の保証契約ではない。原告は，本件保証債権の被担保債権が本件貸金

債権のみであったことを理由に通常の保証契約の解釈が妥当する旨主張す

， ， ，るが 仮に 結果として被担保債権が本件貸金債権のみであったとしても

根保証契約であることに変わりはない以上，根保証契約として解釈すべき

であり，それゆえ当然には随伴性を有していないというべきである。

イ 本件保証契約の性質が根保証契約である場合，本件保証契約が担保する

元本は債権譲渡前に確定しているかについて

原告及び参加人は，本件根抵当権設定契約と本件保証契約が同一の本件

契約書により交わされていること等を理由に，特約なき限り，両者の元本

確定事由は同一であると解すべきであり，本件不動産競売の申立てにより

本件保証契約が担保する元本も確定している旨主張する。

しかし，本件契約書においては本件保証契約の元本に関する確定事由の

定めはないのであって，たとえ本件根抵当権設定契約と本件保証契約が同

一の本件契約書により交わされていたからといって，両契約は明らかに別

個の契約である以上，一方を他方が準用するといった規定のない限り，本

件根抵当権に関する法定の元本確定事由が本件保証契約の元本確定事由に

もなると解することはできないというべきである。

また，本件保証契約に直接適用されるものではないが，貸金等根保証契

約の元本確定事由に関し，民法４６５条の４（平成１６年改正民法）は，

債権者が主債務者又は保証人の財産について強制執行や担保権実行を申し
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立てた場合等を元本確定事由と規定しているが，同法附則４条５項は，改

正法施行前に同法４６５条の４各号に掲げる場合に該当する事由が生じた

契約であってその主たる債務の元本が確定していないものについては，施

行日にその事由が生じたものとみなして同条を適用するものと規定されて

いることからすれば，改正法施行前においては，貸金等根保証契約につい

て，債権者が主債務者又は保証人の財産について強制執行や担保権実行を

申し立てた場合であっても，当然に同契約の主債務の元本が確定するわけ

ではないことを意味していることが明らかなことに鑑みれば，貸金等根保

証契約にも該当しない根保証契約についてはなおさらであるというべきで

ある。

したがって，本件不動産競売の申立てによっても，本件保証契約の主債

務の元本は確定していないというべきである。

ウ 本件保証契約が担保する元本が債権譲渡前に確定していない場合，本件

保証債務は随伴性を有するかについて

根保証と類似の制度である根抵当権は，元本確定前においては被担保債

権と根抵当権との関連性がないこと及び随伴性を認めると法律関係が複雑

になりすぎることを理由に，元本確定前においては随伴性が否定されてい

るところ，根保証においても，仮に根保証債務に随伴性があるとすると，

債権譲渡によって，根保証限度枠が移転するのか，根保証限度枠は被担保

債権の額に応じて按分されるのか等判然とせず，根保証債権者，特定の債

権を譲り受けそれに随伴した根保証債権を取得した者及び根保証人の法律

関係が複雑になるのであって，根保証債務にも上記根抵当権と同様の理由

， 。が妥当するといえるから 根保証債務にも随伴性はないというべきである

（３） 争点（３ （被告新藤田運輸は旧商法２６条１項により本件保証債務）

を負うか ）について。

【原告及び参加人の主張】
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ア 商号の続用にあたること

（ア） 被告新藤田運輸は，本件営業譲渡以前に「成田エアポートサービ

ス株式会社」から「株式会社藤田運輸」の商号に変更しているが，この

商号変更は，被告旧藤田運輸の労働者らが被告らに対して労働者の地位

確認等を求めた地位保全等仮処分命令申立事件（千葉地方裁判所平成１

６年（ヨ）第３０１号。以下「本件仮処分事件」という ）において，。

被告旧藤田運輸も平成１６年２月ころから営業譲渡の話が既に出ていた

ことを認めていることや商号変更が現になされた時期等に鑑みれば，本

件営業譲渡に備えて当初より企図されていたものであることが明らかで

あるうえ，実際の営業活動も，関東運輸局長による本件営業譲渡の認可

がなされた平成１６年８月１２日以降に行われているものであるから，

商号の続用があったものと同視してよく 「商号を続用する場合 （旧， 」

商法２６条１項）にあたるというべきであり，これは，被告新藤田運輸

自身が，わざわざ同条２項による免責登記をしていることからも明らか

である。

（イ） 被告らは，旧商法２６条１項の趣旨に鑑みれば，原告は同条によ

る保護を受けることができない旨を主張するが，原告は，被告新藤田運

， ，輸が被告旧藤田運輸から営業譲渡を受け 商号を続用していることから

被告新藤田運輸による債務引受があったものと信頼したのであって，ま

さに同条により保護されるべき債権者である。

イ 本件免責登記が遅滞なくなされていないこと

旧商法２６条２項の営業譲渡後「遅滞なく」の意義は，遅れて滞ること

なくという意味からすれば，営業譲渡後１，２日以内をいうものと解すべ

きであり，遅くとも，旧商法上，株式会社の登記の期間に関しては，概ね

本店所在地においては２週間以内と規定されている（旧商法１８８条，６

， ， ， ， ， ，５ないし６７条 ３６９条 ３７４条の８ ４１４条 ４１６条 ９６条
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４３０条１項，１２３条１項，１３４条等）ことに鑑みれば，本店のみ所

在する被告新藤田運輸については，２週間以内をいうものと解すべきであ

るところ，本件では，本件営業譲渡の認可日の翌日である平成１６年８月

１３日を起算日とすべきであるから，同月１６日，もしくは遅くとも同月

２６日までには免責登記をすべきであるにもかかわらず，本件営業譲渡か

ら約３か月間も経過してから本件免責登記がなされたのであるから，旧商

法２６条２項による免責の効果は生じないというべきである。

また 「遅滞なく」という要件が，仮に「直ちに」や「速やかに」ほど，

の時間的な即時性を求めるものではないとしても，正当な理由がなく遅滞

した場合には「遅滞なく」の要件を満たさないというべきであるところ，

前記のとおり，被告新藤田運輸による商号変更が本件営業譲渡に備えたも

のであったことや，被告旧藤田運輸も平成１６年６月２１日には既に組合

三役に対しても同年８月末をもって会社を閉鎖する予定である旨を告知し

ていたことなど，本件営業譲渡が関東運輸局長による認可以前からの既定

方針であったことからすれば，被告新藤田運輸において，上記認可後，直

ちに免責の登記をすることが可能であったというべきであるにもかかわら

ず，これを放置し，被告旧藤田運輸の労働者らから本件仮処分事件を申し

立てられたことや，原告からも同年７月１２日に被告旧藤田運輸に対して

本件保証債務の履行を催告されたことから，専らこれらを回避するために

免責の登記をしたにすぎないのであるから，本件免責登記が遅れたことに

正当な理由はない。

実質的にみても，被告新藤田運輸の商号変更及び本件営業譲渡の当時，

被告新藤田運輸の事実上の営業所は被告旧藤田運輸名義の建物に所在して

いたうえ，平成１６年１０月１日に被告旧藤田運輸の本店所在地の変更登

記がなされるまで被告らは同一建物内に所在し，対外的には同一会社と評

価される状況にあったといえるのであるから，かかる状況を継続させてい
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た後に免責の登記をしても 「遅滞なく」の要件を満たさないというべき，

である。

ウ 信義則違反又は権利の濫用

仮に，本件免責登記が遅滞なくなされたものであるとしても，被告旧藤

田運輸は，本件保証債務を含む約８億円の債務を負っていたところ，原告

から本件保証債務の履行を催告されると，資産の差押えなど防ぐべく，一

切の資産を被告新藤田運輸に移転するなどして隠匿したものであって，こ

れは計画的な債務逃れであり，執行を免脱する意図が明白であるから，被

告らによる旧商法２６条２項による免責の主張は，信義則違反又は権利の

濫用にあたり，許されないというべきである。

【被告らの主張】

ア 商号の続用にあたらないこと

（ア） 被告新藤田運輸は，本件営業譲渡前に 「成田エアポートサービ，

ス株式会社」から「株式会社藤田運輸」に商号を変更し使用していたも

のであって，本件営業譲渡に伴って商号を続用したものではないし，千

葉県四街道市に本店を置く会社であって，千葉市ｄ区に本店を置く被告

旧藤田運輸とは別法人であり，同一商号を使用していても，債権者が営

業主体を誤認混同することはあり得ないから 「商号を続用する場合」，

にあたらない。

被告新藤田運輸が本件免責登記をしたのは，被告旧藤田運輸の債務に

ついて責任を追及されることがないよう，念のためにしたのにすぎない

のであって，商号を続用していたからではない。

（イ） そもそも，旧商法２６条１項の趣旨は，営業譲受人が営業譲渡人

の商号を続用している場合には，営業譲渡人の営業上の債権者は企業主

の交替があったことが分からず，その営業が継続している以上，自己の

債権の取立につき不安を感じず，その保全手続をとらないことが一般的
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であるにもかかわらず，営業譲渡人は必ずしも営業譲渡の対価を保有し

ているとは限らないため，かかる場合に一般原則により譲受人が債務を

負担しないとすると，商号の続用によって作出された営業の継続という

外観に対する債権者の信頼を裏切り，債権保全の機会を奪うことになる

ことから，これら債権者を保護するために，営業譲受人の責任を定めた

ものであるところ，かかる趣旨からすれば，債権者が，営業譲渡以前か

ら自己の債権を保全する必要があると感じ，その保全及び回収手続をと

っていた場合には，債権者は債権保全の機会を逸したとはいえず，同条

が予定する債権者保護を図る必要がないのであるから，同条の適用を受

けないと解すべきである。

そして，本件では，原告は，そもそも不良債権の回収を業とするサー

ビサーであり，本件不動産競売が申し立てられていることも熟知しなが

ら本件貸金債権を譲り受けたうえ，上記競売手続においても債権者の地

位を承継するなど，自己の債権を最大限に保全して回収を図っていたも

のであり，営業譲渡人が本件営業を継続しているかのような外観を信頼

して取引を継続したり，債権の保全手続をとっていなかったような一般

債権者とは到底いえないから，原告が自己の債権保全の機会を失ったと

はいえず，旧商法２６条１項の適用はないというべきである。

イ 本件免責登記が遅滞なくなされたこと

上記旧商法２６条１項の趣旨からすれば，本件免責登記が同条２項にい

う「遅滞なく」なされたといえるか否かは，債権者が債権保全の機会を逸

しない時機に営業譲渡と営業譲受人の免責の事実を知ることができたか否

かによって決すべきである。

本件では，本件営業譲渡は平成１６年８月１２日に認可されているが，

それが被告新藤田運輸に示されたのは同月２４日であり，その後に同年９

月１日に至って漸く被告新藤田運輸は営業を開始したのであるから，本件
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免責登記が「遅滞なく」なされたか否かは同年９月１日を基準とすべきで

あり，また，本件免責登記は同年１１月８日付けでなされているが，これ

は登記官の知識欠如により手続が遅滞したためであり，被告新藤田運輸に

よる登記の申請は同年１０月１５日になされていたのであるから，本件免

責登記は同年１０月１５日付けでなされたものと解すべきところ，これら

によれば，被告新藤田運輸は，営業開始から６週間余りで本件免責登記申

請を行っていたものであるが，この間，被告旧藤田運輸においては，その

資産状況に大きな変化はなかったのであり，他方，原告においては，上記

のとおり，既に自己の債権保全に傾注していたのであるから，原告は何ら

債権保全の機会を逸していなかったといえる。

したがって，本件免責登記は 「遅滞なく」なされたものというべきで，

あり，被告新藤田運輸は，旧商法２６条２項により，責任を負わないとい

うべきである。

ウ 信義則違反又は権利の濫用に対する反論

本件営業譲渡は，債務逃れや執行を免脱する意図でなされたものではな

く，営業の存続及び従業員の生活を保護するという正当な目的でなされた

ものである。

他方，原告が請求する５億円を限度額とする本件保証債権は，同額を極

度額とする本件根抵当権設定契約に付随するにすぎないものであり，その

経済的役割としては本件根抵当権を保全するために尽きるものというべき

ところ，本件不動産競売により被告旧藤田運輸が所有する不動産から約１

億７０００万円が回収された以上，本件保証債権はその経済的役割を終え

たものといえる。

以上のような事情に鑑みれば，少なくとも原告のような立場にある債権

者に対する関係では，旧商法２６条２項の主張が信義則違反又は権利の濫

用にあたることはないというべきである。
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（４） 争点（４ （被告新藤田運輸は法人格否認の法理により本件保証債務）

を負うか ）について。

【原告及び参加人の主張】

被告旧藤田運輸及び同新藤田運輸の間に認められる下記の支配性や，本

件営業譲渡について真に存する下記の目的に照らせば，本件営業譲渡は，

被告旧藤田運輸の債務を免脱し，その財産に対する強制執行を回避するた

めになされた会社制度の濫用であることが明らかであるから，被告新藤田

， ， ，運輸は 被告旧藤田運輸の債権者である原告及び参加人に対し 信義則上

被告旧藤田運輸と別個の法人格であることを主張できないというべきであ

り（法人格否認の法理 ，それゆえ，被告旧藤田運輸が負う本件保証債務）

につき，被告新藤田運輸も連帯して責任を負うというべきである。

ア 支配性

以下の事情を考慮すれば，被告らは実質的に同一の法人であり，被告旧

藤田運輸は，被告新藤田運輸に対して支配的地位にあることが明らかとい

うべきである。

（ア） 資本関係

Ｄは，被告旧藤田運輸の元代表取締役であり，現在はその清算人を務

め，その株式の大半を保有している者であるが，同人は，被告旧藤田運

輸の千葉営業所が平成１１年になって独立した株式会社アルコン（以下

「アルコン」という ，藤田組，藤田空港観光株式会社（以下「藤田。）

空港観光」という ）及び株式会社バイエルン自動車（以下「バイエル。

ン」という ）の代表取締役も兼ねていること，バイエルンの取締役で。

あるＦ及びＧはＤの妻及びその父であること，バイエルンの監査役であ

るＨは，被告旧藤田運輸の成田空港内の荷役業務等を分社化した株式会

社フジタエアポートサービス（以下「フジタエアポートサービス」とい

う ）の代表取締役を務めていたこと，バイエルンの監査役であるＩは。
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アルコンの元代表取締役であること，バイエルンのホームページには，

関連会社として，藤田組，藤田運輸，フジタエアポートサービス，株式

会社藤田興運（以下「藤田興運」という ，藤田空港観光及びアルコ。）

ンがあげられていること，藤田興運の役員にＤの親族がいることなどか

， ， ，らすれば Ｄは 藤田グループと呼ぶべき企業群を形成していたといえ

しかも，被告新藤田運輸及び藤田空港観光の事務所が被告旧藤田運輸の

本店所在地の建物内にあったこと，被告旧藤田運輸が，平成１２年から

平成１４年にかけて，被告旧藤田運輸が所有する土地について，フジタ

エアポートサービスのために根抵当権設定登記をし，藤田組，アルコン

及び被告新藤田運輸に対して売買予約を原因とする所有権移転請求権仮

登記をしたことなどからすれば，被告旧藤田運輸は，藤田グループの中

核的存在であったというべきである。

そして，上記のとおり，被告旧藤田運輸の株式の大半をＤが所有して

， ， ， ，いる一方 被告新藤田運輸は 設立時 形式的にはＡが出資したものの

ＡはＤが代表取締役を務めるバイエルンの総務経理担当者にすぎないこ

となどからすれば，被告旧藤田運輸の実質的な出資者は，Ｄないし藤田

グループの企業であるというべきであり，それゆえ，被告らは，いずれ

も，実質的にはＤが所有し支配する会社であることが明らかである。

（イ） 商号の同一性

被告らの商号は，いずれも「株式会社藤田運輸」で全く同一であり，

しかも，被告新藤田運輸が商号を変更した時期は，被告旧藤田運輸が会

社を閉鎖することを発表するわずか約１か月前である。

（ウ） 役員及び幹部従業員の構成

被告新藤田運輸の商号変更前の取締役は，Ａ，Ｊ，Ｋ及びＬであった

が，Ｊ及びＫは，それぞれ被告旧藤田運輸の総務部長及び統括部長であ

り，同社の従業員として職務専念義務があるにもかかわらず被告新藤田
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運輸の取締役を兼務していたのは，被告らが実質的に同一の法人である

からである。

上記取締役らは，被告新藤田運輸が商号を変更した後，被告旧藤田運

輸が会社を閉鎖することを発表する直前の平成１６年６月１４日までに

全員辞任してはいるが，その後，被告新藤田運輸の代表取締役となった

Ｂは，やはり被告旧藤田運輸の専務取締役として実質代表取締役に次ぐ

地位にあった者であり，また，取締役となったＭ及びＮは，それぞれ被

告旧藤田運輸の社長秘書室長及び同営業部長兼空港部長であり，総務部

長兼総務経理グループリーダーになったＯは，被告旧藤田運輸の総務部

経理グループリーダーであり，配送部長兼営業推進部事業開発グループ

リーダーになったＰは，被告旧藤田運輸の配送部長であり，配送部配車

グループリーダー兼配送グループリーダーになったＱは，被告旧藤田運

輸の配送部配車チーム係長であり，空港部成田グループリーダーになっ

たＲは，被告旧藤田運輸の同職にあった者であるなど，被告旧藤田運輸

の役員及び幹部従業員がそのまま被告新藤田運輸に移行していることか

らすれば，被告らの役員及び幹部従業員が混同していることが明らかで

ある。

（エ） 被告新藤田運輸の業務活動

被告新藤田運輸の設立時の本店所在地である千葉県四街道市ｉｊ番地

のｋは，Ａの自宅であり同社の事務所はなく，移転後の本店所在地であ

る千葉市ｄ区ｅｌ丁目ｍ番ｎ号も同社の事業所又は役員が所在する様子

はなく，同社の営業拠点は，あくまでも千葉県成田市ａｂ番地ｃ所在の

被告旧藤田運輸の本店内の「整備配送部」と同一であって，郵便受けに

も「株式会社藤田運輸 「㈱アルコン 「成田空港観光㈱ 「成田エアポ」 」 」

ートサービス」の表示がある以上，被告らの営業拠点も混同しているこ

とが明らかである。
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また，被告新藤田運輸は，本件営業譲渡前，被告旧藤田運輸の従業員

を相手に自動車保険の代理店業務を行っていた程度であり，商業登記に

記載されている「荷役作業請負業」などはほとんど行っておらず，従業

員もＡ１名で，独自の電話番号すらもっておらず，東京商工リサーチで

検索もできない状況であり，また，その取引先は１００パーセント被告

旧藤田運輸で，独自の事業は行っておらず，更に，被告新藤田運輸の営

業利益は，平成１４年５月期がマイナス３７９万円，平成１５年５月期

がマイナス３７６万円，平成１６年５月期がゼロと利益を上げることが

できないなど，ほとんど実態のない会社であった。

（オ） 会社財産の混同

上記（エ）のとおり，被告新藤田運輸の営業拠点は被告旧藤田運輸の

本店内であったが，賃料が支払われた形跡はなく，また，被告新藤田運

輸は，被告旧藤田運輸が所有する２筆の土地及び１筆の建物について，

平成１３年１２月２１日又は平成１４年９月２６日，売買予約を原因と

する所有権移転請求権仮登記を経由し，平成１６年５月１４日，上記仮

登記に基づく本登記を経由しており，被告らの会社財産が混同している

ことが明らかである。

（カ） 従業員の構成

被告新藤田運輸の従業員は，被告旧藤田運輸の従業員のうち賃金の引

下げ及び被告旧藤田運輸の会社の閉鎖に対して反対活動を行った一部の

従業員を除いたものにすぎない。

（キ） 銀行口座

本件仮処分決定に基づいて差し押えられた被告新藤田運輸の銀行口座

（千葉銀行成田支店）は，取引先からの振込先と目されるにもかかわら

ず，平成１７年３月９日時点で７万０８３９円の残高しかなく，同年６

月２日時点では千葉銀行と被告新藤田運輸の取引関係がなくなっていた
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ものであり，他方，被告旧藤田運輸は，平成１７年３月，本件仮処分事

件の債権者である労働者に対して退職金名下に支払った金員を千葉銀行

成田支店の同社名義への当座預金口座に振り込むよう催告していたので

あって，かかる経緯からすれば，被告らは，売掛金の入金先等としては

依然として被告旧藤田運輸の取引口座を使用していたと考えられるもの

であり，法人格を濫用していたというべきである。

（ク） 被告旧藤田運輸の偽装閉鎖

被告旧藤田運輸は，その取引先であったＴＡＣＴ（東京エアカーゴ・

シティターミナル）及びその子会社であるＫＢＳ（京葉物流サービス）

が平成１５年９月に閉鎖となったことがあるものの，ＴＡＣＴの事業は

ＮＬＴ（成田ロジスティック・ターミナル）が継承したため，被告旧藤

田運輸の運搬料収入も減少してはおらず，その他に経営状況の悪化を招

くような経営環境の大きな変化もなく，現に平成１５年３月期決算にお

いても３５００万円以上の利益を上げていることからすれば，本件営業

譲渡がなされた平成１６年３月期決算が赤字であったとは考えられな

い。

仮に，赤字であったとしても，前期利益と通算すれば，被告旧藤田運

輸の経営が危機的状況にあったとは考えられず，会社を閉鎖する合理的

理由がないというべきである。

また，被告旧藤田運輸は，賃金引下げを発表した平成１６年３月２０

， ，日以降でも なおトレーラーヘッド３台を１３５０万円で購入しており

同年８月にもＥＴＣの申込手続をするなど，新たな設備投資をしている

うえ，同年７月２５日付け及び同年８月１日付けの各新聞折込広告で運

転手４名及び配車係１名の求人募集もしているのであるから，被告旧藤

田運輸による会社の閉鎖が偽装のものであることが明らかである。

（ケ） プロシードエアカーゴの設立
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登記簿上，被告新藤田運輸の取締役であったＮは，同取締役を辞任し

た後の平成１７年３月３１日に被告らと同業種を目的とした株式会社プ

（ 「 」 。） ，ロシードエアカーゴ 以下 プロシード という を設立しているが

プロシードは，その本店所在地もＮの自宅としているにすぎないうえ，

被告旧藤田運輸から被告新藤田運輸に売却されたはずの普通貨物自動車

については同月１１日に所有者登録をされているものの，その使用本拠

欄は空白とされていることからすれば，実態のない会社にすぎないとこ

ろ，Ｎは，かつて被告旧藤田運輸の営業部長及び被告新藤田運輸の推進

部長の職にあったものであり，本件仮処分事件の審理にも立ち会ってお

り，同月１４日の団体交渉の際には労働組合に対応するなどしていたう

え，登記簿上は同年２月２８日に被告新藤田運輸の取締役を辞任してい

るにもかかわらず，同年３月に至っても同社の総合対応窓口というべき

立場で活動していたことからすれば，プロシードは，被告らのダミー会

社であり，被告旧藤田運輸が平成１６年５月以降繰り返してきた偽装工

作の延長として設立されたものにすぎないことは疑いようがないという

べきである。

イ 目的

（ア） 本件保証債務を免れる目的

被告旧藤田運輸は，平成１５年，売上げの過半を占めていた大口の取

引先２社が閉鎖したことにより売上げが減少し，更に，本件保証債務を

含む合計約８億円の負債があったことから資本に欠損を生じる状態が継

続していたところ，かかる状況のもとで，本件第２譲渡の通知を受け，

更に，原告から本件保証債務につき３億２７１０万４２７６円の支払を

求める催告を受けたことから，倒産を防止して本業である一般貨物自動

車運送事業の営業を維持するために，本件営業譲渡が行われたことにし

たものであり，本件営業譲渡代金１５５１万円が現実に支払われた形跡
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がないこと，本件営業譲渡契約書では「甲（被告旧藤田運輸）は自己の

経営する一般貨物自動車運送事業に関連する一切の資産及び権利義務を

乙（被告新藤田運輸）に譲渡し，乙はこれを譲受けるものとする （第。」

１条）としているにもかかわらず，主要な営業用財産である車輌につい

ては３６回均等払い，機械及び什器については市価の半額として営業譲

渡代金を決めているなど，実質的な対価は何ら伴ってはいないものであ

ることからすれば，本件営業譲渡は，債務の支払を免れる目的をもって

なされた，何ら実質をもたないものであるというべきである。

このことは，被告旧藤田運輸が，上記の平成１６年６月２８日の団体

交渉の席上で 「ダイキに対して８億円，その他にも８億円の借金があ，

り，いつダイキの取立があるか分からない。会社を譲渡する。株式会社

藤田運輸支部の社名を名乗ってくる会社を探している」旨の発言をして

いたことからも明らかである。

また，被告新藤田運輸は，本件仮処分事件の労働者らが平成１７年６

月２３日付けで被告新藤田運輸の売掛債権を差し押さえたところ，同売

掛債権をＳなる人物に譲渡する旨の通知を第三債務者に郵送しており，

明らかに強制執行を免脱する目的をもって悪質な債権譲渡をしたものと

いうべきである。

（イ） 被告旧藤田運輸の組合つぶしの目的

被告旧藤田運輸が，平成１６年３月２０日ころ，同年４月１日分から

の車輌乗務員に対する賃金の減額を発表したのに対し，これに反対する

従業員らが「藤田運輸賃下げに反対する会」を結成したうえ，同年５月

３０日ころに「交通運輸一般労働組合本部藤田運輸支部 （以下「交運」

労」という ）を結成したところ，交運労は，被告旧藤田運輸に対し，。

同年６月７日及び１４日，団体交渉を申し入れるなどしていたものであ

， ， ， ，るが 被告旧藤田運輸は これらをいずれも拒否したうえ 同月２１日
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交運労等の各労働組合の三役を呼び出して説明会を開催し，同年８月末

をもって会社を閉鎖する旨を発表するに至ったため，交運労は，再度，

被告旧藤田運輸に団体交渉を申し入れ，同年６月２８日に両者間で団体

交渉が行われたが，その後の団体交渉は実現しなかった。

他方，被告新藤田運輸は，同年７月１４日ころ，被告旧藤田運輸の協

力を得て，被告旧藤田運輸総務部長名義で，被告旧藤田運輸従業員に対

して社員募集に関する通知を行い，同月２０日から２６日にかけて，応

募してきた被告旧藤田運輸の従業員２２名の面接を実施し，うち１７名

の採用を内定したものの，交運労の組合員５名は採用しなかった。

その後，同年８月２０日，被告旧藤田運輸は，本店所在地を千葉市内

に移転したうえ，同月３１日，会社を閉鎖して従業員全員を解雇した。

以上のとおり，被告新藤田運輸の商号変更及び本件営業譲渡は，平成

１６年５月から６月にかけての，まさに交運労の被告旧藤田運輸に対す

る反対運動が高まっていた時期に行われたことからすれば，被告旧藤田

運輸は，労働組合をつぶす目的のもとにも，形式的に被告新藤田運輸に

， 。営業を譲渡し 被告旧藤田運輸の営業を停止したものというべきである

現に，本件仮処分事件においては，労働者らの地位確認が認容されて

おり，同決定は，債権者である労働者らとの関係で，被告らが実質的に

同一であるとして法人格否認の法理の適用を認めたものというべきであ

， ， 。る以上 原告に対する関係でも 同法理の適用が認められるべきである

【被告らの主張】

ア 法人格否認の法理の適用の主張について

被告らが実質的に同一の法人であり，法人格否認の法理が適用される旨

の原告及び参加人の主張は争う。

本件仮処分事件においても，法人格否認の法理は債権者側の主張の理由

の一つにすぎず，裁判所は，同仮処分決定の理由中において，雇用関係を
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維持すること以外に生活の手段を得るすべのない労働者の救済という緊急

の目的のため，暫定的な措置として 「債権者らは，債務者との関係で労，

働法上の地位が承継されていることになる」と認定しているにすぎず，法

人格否認の法理の適用を認めたものではないのであって，ましてや，外部

の債権者との債権債務関係が問題となる本件において，法人格否認の法理

を適用してまで原告及び参加人の権利を救済しなければならないような状

況にないことは明らかである。

イ 支配性及び目的に対する反論

被告新藤田運輸の資本関係については，被告新藤田運輸は，Ｄではなく

Ａが出資し，その後，Ｂ，Ｎ及びＭにより増資された会社であり，Ｄとは

独立した会社である。

また，被告新藤田運輸の営業目的，従業員，資産，得意先などが被告旧

藤田運輸のそれらと同一であるのが多いのは，営業譲渡の性質上当然のこ

とであって，それゆえに被告新藤田運輸の法人格の独立性が否定されるも

のではないし，被告新藤田運輸は，労働者らによる裁判及び仮差押え並び

に原告による仮差押えが重なったことにより得意先が逃げるなどして営業

， 。不振に陥った結果 実態がないように見えるにすぎないというべきである

（５） 争点（５ （商事消滅時効の成否）について）

【被告らの主張】

ア 商事消滅時効の起算点

（ア） 確かに，本件貸金債務は，たくぎん抵当が本件不動産競売手続を

申し立てたことにより，本件第１譲渡が行われたとされる平成１３年１

０月２５日まで，たくぎん抵当について消滅時効の中断事由が継続して

おり，各承継人は，適法な債権譲渡がなされた場合には，上記時効の中

断効を承継することができると解されるが，本件第１譲渡及び本件第２

譲渡については，対抗要件を具備していなかった以上，スリーエルエル
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シー及び原告による各不動産競売申立人の変更届も無効であり，それゆ

え，本件不動産競売手続は，本件第１譲渡日以降において，申立債権者

が不在の無効な手続になったものというべきであり，同手続における被

告旧藤田運輸所有の不動産の売却及び配当も無効であるというべきであ

る。

仮に，本件第１譲渡ないし本件第３譲渡の各債権譲渡の通知がその後

に追完されたとしても，本件不動産競売手続は既に配当により終了して

おり，かつ，上記債権譲渡通知の効力も遡及などしない以上，本件不動

産競売申立人の変更届及び本件不動産競売のいずれも有効にはならない

のであるから，時効中断効も，平成１３年１０月２５日までしか認めら

れない。

したがって，本件貸金債務の商事消滅時効は，同日から再び進行を始

めていたものであるところ，同日から５年後の平成１８年１０月２５日

の経過により商事消滅時効が完成しているので，被告らは，この消滅時

効を援用する。

（イ） 仮に，本件不動産競売について配当が実施された平成１４年７月

２日まで時効中断の効力が継続しているとしても，同日から５年後の平

成１９年７月２日の経過により商事消滅時効が完成しているから，被告

らは，この主債務の消滅時効を援用する。

イ 本訴の提起による時効の中断の主張に対する反論

債権譲渡の通知又は承諾を欠いている場合には，譲受人が訴えを提起し

， ， ，ても 債権者でない以上 裁判上の請求等として時効中断の効力は生じず

催告としての効力もないことは判例学説上明らかであるところ（大審院大

正３年（オ）第８５号第一民事部判決・民事判決禄２０輯４０７頁，大審

院大正８年（オ）第７６８号第三民事部判決・民事判決禄２５輯１８７１

頁 ，上記（１）のとおり，本件第１譲渡については債権譲渡の通知が到）
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達したことの立証がなされていない以上，原告による本訴提起によって時

効中断の効力が生じることはない。

仮に，今後債権譲渡の通知を追完するなどしても，その効力が遡及する

ことなどない以上，本件訴えを遡って有効にすることもできないのである

から，時効の中断の効力は生じず，前記のとおり，遅くとも平成１９年７

月２日の経過により消滅時効は完成している。

ウ 信義則違反又は権利の濫用に対する反論

不動産競売手続における債務者の異議申立ては権利であって義務ではな

いし，不動産競売手続は実体上の権利関係に影響を及ぼさないから，本件

不動産競売手続内において異議を述べなかったとしても，同手続終了後，

なお債務者らが実体上の権利関係を争うことができることは当然であっ

て，被告らによる消滅時効の援用が信義則違反又は権利の濫用にあたるは

ずがない。

【原告及び参加人の主張】

ア 商事消滅時効の起算点

本件不動産競売の開始決定正本が送達されたことにより，本件貸金債務

については時効が中断するところ，この中断の効力は，本件保証債務につ

， ，いても効力を有するもので 本件不動産競売手続の継続中は持続するから

配当がなされた平成１４年７月２日まで時効が中断している。

被告らは，本件第１譲渡日である平成１３年１０月２５日から本件貸金

債務の商事消滅時効が進行する旨主張するが，仮に，被告らが主張すると

おり本件第１譲渡が藤田陸運に対抗できないとすれば，本件不動産競売の

申立権者はたくぎん抵当のままであることになるのであるから，本件不動

産競売手続が終了した平成１４年７月２日まで時効は中断していたものと

解すべきである。

また，本件第１譲渡日以降の本件不動産競売手続が全て無効であるとす
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れば，同手続自体が終了していないというべきであるから，未だ時効が中

断していることになると解されるものである。

イ 本訴の提起による時効の中断

アにおいて商事消滅時効の起算点をいずれと解するにせよ，平成１７年

１月２６日に原告が本件貸金債務の連帯保証債務である本件保証債務の履

行を求める本訴を提起したことにより，本件貸金債務の商事消滅時効は中

断する以上，時効は完成していない。

これについて，被告らは，債権譲渡の対抗要件を具備していない以上，

訴え提起は時効中断の効力を生じない旨主張するが，上述のとおり，各債

権譲渡について通知又は承諾がなされているから，本訴の提起により時効

中断の効力を生じるし，仮に，通知又は承諾を欠いていたとしても，被告

らによる対抗要件の抗弁の主張は信義則違反又は権利の濫用として許され

ない以上，消滅時効は完成していない。

ウ 時効の援用が信義則違反又は権利の濫用

本件不動産競売事件においては，藤田陸運及び被告旧藤田運輸は，競売

申立人ないし債権者の地位の承継について一度も異議を述べておらず，そ

のために，原告は，本件不動産競売事件の手続中に債権譲渡の通知手続を

やり直す機会を逸してしまったものであるから，被告らによる本件貸金債

務の商事消滅時効の援用は，信義則違反又は権利の濫用として，許されな

いというべきである。

（６） 争点（６ （本訴の請求が信義則違反又は権利の濫用にあたるか ）） 。

について

【被告らの主張】

藤田陸運は，平成３年ころ，土地買収のため，被告旧藤田運輸の株式会社

千葉興業銀行からの借入れにつき，株式会社北海道拓殖銀行から借換えをす

， ， ，ることにより合計約４０億円の資金を調達したが この借換えの際 便宜上
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被告旧藤田運輸に対する１６億円の貸金債権として会計処理をした。被告旧

藤田運輸の経営コンサルタントを平成５年ころから行っていた株式会社ダイ

キ（現ダイキ・ホールディングス。以下「ダイキ」という ）は，藤田陸運。

と不仲になった後，上記会計処理に目を付け，ダイキの藤田陸運に対する貸

金債権を請求債権，藤田陸運の被告旧藤田運輸に対する貸金債権を差押債権

とする取立訴訟を提起したところ，平成１４年３月，東京高等裁判所で，被

告旧藤田運輸がダイキに対して７６００万円を支払うとともに担保権が設定

されていない不動産全てをダイキに譲渡することを内容とする和解が成立

し，以後相互に何らの債権債務がないことが確認された。たくぎん抵当及び

その破産管財人も，合計約４０億円の債務について，抵当権の実行のみを行

っており，本件保証債務の履行請求をする動きは一切なかったことから，被

告旧藤田運輸は，上記和解により全てが解決するものと考えていたし，上記

のとおり，本件保証債権は，同額を極度額とする本件根抵当権設定契約に付

随するものであるから，本件不動産競売により被告旧藤田運輸所有の不動産

から約１億７０００万円が回収された後も本件保証債務の履行を請求される

とは想定していなかったものである。

しかるに，原告は，被告らに対し，本件保証債務の履行を請求していると

ころ，原告が日本支店には連絡もとれないような幽霊会社であり債権回収も

ロンバートに委託していること，原告がダイキの完全子会社であるコンテナ

ーとの間で本件第３譲渡及び本件第４譲渡という不自然な譲渡を行っている

こと，原告の日本における代表者として登記されているＴがダイキの従業員

であり，しかも３０歳前後の若者にすぎないことからすれば，原告の実体は

まさにダイキそのものであるというべきであって，そうすると，ダイキは，

上記和解により７６００万円及び土地を取得し被告旧藤田運輸との間で債権

債務がないことを確認する一方で，その和解直後の平成１４年４月に原告を

傀儡として非常に低廉な額で本件保証債権を取得し，同債権をもって被告旧
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藤田運輸の一般財産にまで責任を追及するのは，上記和解に応じた被告旧藤

田運輸の予期に反し，不公平である。

かかる事情からすれば，原告による本訴請求は，信義則違反又は権利の濫

用として許されないというべきである。

【原告及び参加人の主張】

原告は，資本金が少額で従業員もいない外国会社であり，債権回収もロン

バートに委託しているが，これは，原告が，資産流動化を目的として海外フ

ァンドのために不動産担保付債権等を買い取るための特別目的会社であるこ

， ， ， ， ，との性質上 当然のことであるし また 原告とダイキは 資本関係が別で

Ｔも現在はダイキの従業員ではなく，全くの別会社であるから，ダイキと被

告旧藤田運輸との間の和解は原告及び参加人には全く関係がないし，本件保

証債権の責任財産が本件根抵当権の設定された物件に限定される理由もない

のであるから，本訴請求が信義則違反又は権利の濫用にあたることはない。

第３ 当裁判所の判断

１ 認定事実

前記前提事実に加え，証拠及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実が認めら

れる。

（１） 本件金銭消費貸借契約の締結

たくぎん抵当は，平成元年７月１０日，藤田陸運との間で，本件金銭消費

貸借契約を締結し，１０億円を貸し付けた。

それとともに，たくぎん抵当は，同日，本件金銭消費貸借契約書により，

藤田組との間で，本件貸金債権の担保のために，連帯保証契約を交わすとと

もに，当時藤田組が所有していた６筆の不動産についても抵当権設定契約を

締結した。

（２） 本件保証契約の締結

藤田陸運は，平成３年１０月８日，本件金銭消費貸借契約に基づく利息の
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支払を怠ったことがあった。

そこで，たくぎん抵当は，同年１２月１７日，被告旧藤田運輸との間で，

本件契約書により，本件根抵当権設定契約及び本件保証契約をそれぞれ締結

した。

本件契約書では，本件根抵当権の被担保債権の範囲について 「ａ金銭消，

費貸借取引による債権，…ｃ貴社が取得する手形上・小切手上の債権 （第」

１条）とする旨が，また，本件保証契約について 「ａ保証人は，債務者が，

第１条に規定する取引によって貴社に対し負担するいっさいの債務について

金５億円を限度として，本人と連帯して保証債務を負い，その履行について

はこの約定に従います。…ｃ保証人が保証債務を履行した場合，代位によっ

て貴社から取得した権利は，債務者と貴社との取引継続中は，貴社の同意が

なければ行使しません。もし，貴社の請求があれば，その権利または順位を

貴社に無償で譲渡します （第１３条）とする旨が，それぞれ定められて。」

いた。

（３） 本件不動産競売の申立て及び同開始決定

藤田陸運は，平成４年１月８日にも本件金銭消費貸借契約に基づく利息の

支払を怠ったため，たくぎん抵当は，同年３月６日，本件貸金債務の履行を

請求して本件金銭消費貸借契約における期限の利益を喪失させたうえ，その

後，千葉地方裁判所佐倉支部に対し，本件根抵当権に基づき，藤田陸運が所

有する６筆の土地，被告旧藤田運輸が所有する２９筆の土地及びＥが所有す

る１筆の土地（合計３６筆）について，本件不動産競売の申立てをした。

本件不動産競売は，平成５年１１月２日，開始決定がなされ，同年１２月

１５日，同決定正本が藤田陸運に送達された。

（４） たくぎん抵当の破産宣告

たくぎん抵当は，平成９年１１月１９日午後６時４５分，札幌地方裁判所

により破産宣告を受け，弁護士２名が破産管財人に選任された。
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（５） 成田エアポートサービス株式会社（被告新藤田運輸の前身）の設立

Ｄは，被告旧藤田運輸及び藤田組のほか，バイエルン（自動車販売業 ，）

藤田空港観光（観光バス事業）の代表取締役も務めていたが，成田エアポー

トサービス株式会社は，このバイエルンの元取締役であり，藤田空港観光の

元監査役であったＡが，Ｄと相談のうえ，被告旧藤田運輸関係の自動車を対

象とする保険業務を行うことを目的として，平成１３年７月３日に設立した

ものであり，本店所在地はＡの自宅であったが，実際の事務所は，被告旧藤

田運輸の本店所在地の事務所内にあり，賃料等も支払われていなかった。

（６） 本件貸金債権の譲渡及び同通知

ア たくぎん抵当の破産管財人は，平成１３年１０月２５日，スリーエルエ

ルシーに対し，本件貸金債権を譲渡（本件第１譲渡）したうえ，平成１４

年３月１５日，千葉地方裁判所に対し，本件不動産競売について不動産競

売申立人の変更届を提出し，また，同年９月５日午後６時から同１２時ま

での間に，藤田陸運に対し，東京中央郵便局から，東京都昭島市ｏ町ｐ－

ｑ－ｒに宛てて，書留内容証明郵便により「債権譲渡通知書」を発送した

が，上記不動産競売申立人の変更届及び債権譲渡通知は，いずれもハドソ

ン・ジャパン債権回収株式会社（東京都港区ｓｔ丁目ｕ番ｖ号ｗ）が行っ

た。

イ スリーエルエルシーは，平成１４年４月１０日，原告に対し，本件貸金

債権を譲渡（本件第２譲渡）したうえ，藤田陸運に対し，同年９月５日午

後６時から同１２時までの間に，藤田陸運に対し，同じく，東京中央郵便

局から，東京都昭島市ｏ町ｐ－ｑ－ｒに宛てて，書留内容証明郵便により

「通知書」を発送し，同通知は，翌６日，藤田陸運に到達した。

ウ 原告は，平成１４年４月１９日，コンテナーに対し，本件貸金債権の元

本のうち４億円並びにこれに対する利息債権及び遅延損害金債権を譲渡

（本件第３譲渡）したが，その後，コンテナーは，平成１５年１２月２５



- 37 -

日，原告に対し，本件第３譲渡により取得した本件貸金債権の元本のうち

４億円並びにこれに対する利息債権等のうち２億円並びにこれに対する利

息債権及び遅延損害金債権を再び譲渡（本件第４譲渡）したうえ，藤田陸

運及び被告旧藤田運輸に対し，それぞれ平成１６年１月８日，同月９日各

到達の「通知書」によりその旨を通知した。

また，原告及びコンテナーは，平成１４年４月２３日，それぞれ本件第

２譲渡ないし本件第３譲渡を原因として 藤田陸運の所有にかかる土地 ６， （

筆）につき，本件根抵当権移転の附記登記を受けるとともに，本件不動産

競売につき，債権者地位承継の申立てをした。

（７） 本件不動産競売に基づく配当

コンテナーは，平成１４年７月２日，本件不動産競売において，本件第３

譲渡により取得した本件貸金債権元本４億円につき，藤田陸運の所有にかか

る土地から３３万７４５２円，被告旧藤田運輸の所有にかかる土地から１億

７２８９万５７２４円，合計１億７３２３万３１７６円の配当を受けたが，

原告は，本件貸金債権元本６億円について配当を受けるに至らないまま，本

件不動産競売手続は終了した。

（８） 本件営業譲渡に至る経緯

ア 被告旧藤田運輸の経営状況等

被告旧藤田運輸は，昭和６２，３年ころに約１６億円もの負債を抱え，

平成１３年ころには上記負債に関連する金融会社であるダイキから債権差

押えを受け，これについては平成１４年３月２８日，７６００万円の支払

等を内容とする和解等により解決を図ったものの，なお，その関係の負債

が約８億円も残ったため，銀行借入れも困難な状況にあったうえ，平成１

５年９月ころからは運送業の規制緩和により売上げも減少していた。

そのような中，藤田陸運において，平成１４年９月６日，ダイキの関連

会社と認識していた原告（なお，原告の日本における代表者であるＴは，
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ダイキの元従業員である ）が本件第２譲渡により本件貸金債権を取得し。

， ， ， ，た旨の通知を受け 更に 被告旧藤田運輸において 平成１６年１月７日

（ ）上記のとおり残存していた負債に関連して原告が債権譲渡 本件第４譲渡

を受けた旨の通知も受けるに至った。

イ 被告旧藤田運輸における労使交渉等

被告旧藤田運輸は，平成１６年３月２０日ころ，同年４月１日稼働分か

らの乗務手当を減額ないし一時廃止する旨の「賃金見直しについて」と題

する３月１６日付け書面を社内に掲示したうえ，同月２２日及び２３日，

「賃金見直しの説明会」を実施し，上記見直しのほか，同年４月１日から

は調整給，勤続給も廃止する旨を発表したところ，これに反対する従業員

らが「藤田運輸賃下げに反対する会」を結成して集会を催し，同年４月９

日ころには，労働基準監督署に対して，賃金に関する就業規則の変更届を

受理しないよう申し入れるなどに及んだ。

被告旧藤田運輸は，平成１６年４月９日，全日本建設交運一般労働組合

藤田運輸分会と団体交渉を行ったが，同年６月７日，新たに組織された交

運労（１４名）から結成通知及び賃金引下げに関する団体交渉申入書の提

出を受け，同月１４日，再度団体交渉の申入れを受けるに至った。

そこで，被告旧藤田運輸は，平成１６年６月２１日，各労働組合の役員

らを呼び出し，Ｄにおいて，社員宛の同日付け書面を読み上げたうえ，同

年８月末をもって会社を閉鎖（休業）する旨を述べた。

これに対し，交運労は，同日には被告旧藤田運輸に対して，同月２９日

には被告新藤田運輸に対しても団体交渉を申し入れ，被告旧藤田運輸とは

団体交渉が実施できたものの，被告新藤田運輸との間では，団体交渉する

ことができなかった。

その後，交運労は，同月３０日，再度，被告旧藤田運輸に対して団体交

渉を申し入れているが，これは実現するには至らなかった。
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ウ 成田エアポートサービス株式会社の商号変更等

被告旧藤田運輸において上記のような労使交渉を続けていた中，成田エ

アポートサービス株式会社は，平成１６年５月２０日，株式会社藤田運輸

（被告新藤田運輸）に商号を変更したうえ，役員も同年６月１４日までに

全て辞任し，その後，予め同年５月３０日に被告旧藤田運輸の取締役を辞

任していたＢが代表取締役に，被告旧藤田運輸の営業部長であったＮが取

締役にそれぞれ就任した。

また，被告旧藤田運輸が所有していた千葉県成田市ａｂ番ｃの土地（被

告旧藤田運輸の元本店所在地 ，同土地所在の事務所及び同ｄｅｆ番ｇの）

雑種地につき，平成１３年又は平成１４年に被告新藤田運輸の所有権移転

請求権仮登記がなされていたが，平成１６年５月１４日，同月９日売買を

原因として上記仮登記に基づく被告新藤田運輸の所有権移転登記が経由さ

れた。更に，被告新藤田運輸の商業登記簿上の本店所在地は千葉県四街道

市ｉｊ番地のｋであったが，実際の事務所は，被告旧藤田運輸と同じく上

記ｂ番ｃの事務所であったものの，賃料は支払われていなかった。

エ 本件営業譲渡契約の締結

そして，被告旧藤田運輸は，平成１６年６月２５日，被告新藤田運輸と

の間で，本件営業譲渡契約を締結し，これにつき，同年８月１２日，関東

運輸局長の認可を受けたが，同契約においては 「本件事業の譲渡し及び，

譲受けに関する手続きが認可となりたる前日迄に発生せる未収金及び未払

金は甲（被告旧藤田運輸）の権利義務とする （第３条）旨が定められ。」

た。

オ 従業員の移転

被告旧藤田運輸は，平成１６年７月１４日ころ，被告旧藤田運輸の従業

員に対し，同日付け「社員募集について」と題する被告旧藤田運輸総務部

長名義の書面により，採用条件として４５歳くらいまでの者，労働条件と
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して被告新藤田運輸の会社規定に基づき支給する旨の通知をした。これに

対し，被告旧藤田運輸の労働者ら２２名が被告新藤田運輸の面接を受け，

うち１７名の採用が内定したが，内定しなかった５名は全て交運労の組合

員であった。

また，被告旧藤田運輸は，同年８月２日ころ，被告旧藤田運輸の従業員

に対し，同日付け「会社閉鎖に伴うお知らせ」と題する被告旧藤田運輸総

務部名義の書面により，同社を同年８月３１日付けで閉鎖する旨，就職斡

旋としてアルコン及び藤田興運をあげて，希望者は履歴書等を提出する旨

を通知した。

（９） 原告による本件保証債務の請求

原告は，被告旧藤田運輸に対し，平成１６年７月１２日到達の「催告書」

により，本件保証債務のうち本件不動産競売により被告旧藤田運輸所有にか

かる不動産からコンテナーに配当された１億７２８９万５７２４円を除く３

億２７１０万４２７６円の履行請求をしたところ，被告旧藤田運輸は，同年

９月１日，株主総会決議により解散して清算人にＤを選任し，同年１０月４

日，その旨を登記した。

（１０） 本件仮処分事件の申立て

被告旧藤田運輸が，平成１６年８月１３日ころ，同月３１日をもって従業

員を解雇する旨の通知をしたことから，被告新藤田運輸に採用されなかった

被告旧藤田運輸の労働者ら１０名は，同年９月１０日，千葉地方裁判所に対

し，被告らを債務者として，被告旧藤田運輸から営業を譲り受けた被告新藤

田運輸が被告旧藤田運輸と全く同一の商号を使用しており，被告らは実質的

には同一の会社であると主張して，労働契約上の地位確認と賃金の仮払とを

定める仮処分命令を申し立てた（本件仮処分事件 。）

被告新藤田運輸は，同月２７日付け債務者としての答弁書を作成して同裁

判所に提出した。
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（１１） 本件免責登記

被告新藤田運輸は，平成１６年１０月１５日，千葉地方法務局佐倉支局に

対し 「商号の譲受人が譲渡人の債務についてその責に任じない旨の登記申，

請」を行い，これは，その後，申請日を同年１１月８日として同日に受理さ

れた。

これにより，同日，被告新藤田運輸につき 「商号の譲渡人の債務に関す，

る免責」として 「当会社は平成１６年５月２０日商号の譲渡を受けたが，，

譲渡人である株式会社藤田運輸の債務について責に任じない」旨の登記がな

された（本件免責登記 。）

（１２） 本訴の提起

原告は，平成１７年１月２６日，被告らに対し，本訴を提起した。

（１３） 本件仮処分決定

千葉地方裁判所は，平成１７年２月２３日，本件仮処分事件について，本

件営業譲渡が賃金引下げに反対する被告旧藤田運輸の労働者らの排除という

不法な目的をもってなされたものであるから，債権者ら従業員に対する関係

では違法，無効である旨判示して，債権者らが被告新藤田運輸に対し雇用契

約上の地位を有することの確認と賃金の仮払を命ずる決定をした。

（１４） 藤田陸運の清算

藤田陸運は，その後，清算手続に入ったところ，ジェイ・スリー・インベ

ストメンツの申請に基づき，平成１９年１０月１６日，千葉地方裁判所によ

り，Ｕ弁護士が藤田陸運の一時清算人職務代行者に選任された（平成１９年

（ヒ）第２２号一時清算人職務代行者選任申請事件 。）

（１５） その後の本件貸金債権の譲渡及び同通知

ア 原告は，平成１９年８月２２日，ジェイ・スリー・インベストメンツに

対し，本件貸金債権（但し残元本８億円）及びその利息・損害金を譲渡し

（ ）， ， 「 」本件第５譲渡 その旨を 同年１０月２０日到達の 債権譲渡通知書
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により，藤田陸運の清算人であったＵ弁護士に通知した。

， ， ，イ 更に ジェイ・スリー・インベストメンツは 平成１９年１０月３１日

参加人に対し，本件貸金債権（但し残元本８億円）及びその利息・損害金

を譲渡し（本件第６譲渡 ，その旨を，同年１１月１３日到達の「債権譲）

渡通知書」により，藤田陸運の清算人であったＵ弁護士に通知した。

２ 争点（１ （債権譲渡の対抗要件）について）

， ， ，被告らは 本件各債権譲渡に関する通知について 本件第１譲渡については

そもそも藤田陸運に通知が到達した事実が認められず，また，その余の譲渡通

知についても不自然な点が存するなどとして，債権譲渡の対抗要件の具備を争

， ， ， ，っているので この点について判断するに 確かに 本件第１譲渡については

平成１４年９月５日に「債権譲渡通知書」が発せられているが，これが配達さ

れたことを証する直接の証拠は見当たらないものの，前記認定事実によれば，

上記「債権譲渡通知書」が発送されたのと同じ郵便局から，同じ日の，同じ時

間帯に，同じ藤田陸運の住所に宛てて，本件第２譲渡に関する「通知書」がス

リーエルエルシーから発送されており，これは同月６日に藤田陸運に配達され

ているのであって，本件に現れた他の証拠によっても，その他に上記「債権譲

渡通知書」が藤田陸運に配達されるのを妨げるような事情も特段見当たらない

ことに鑑みれば，上記「債権譲渡通知書」も，同月６日ころに藤田陸運に配達

されたと推認するのが相当である。

また，前記認定事実によれば，本件第２譲渡，本件第５譲渡及び本件第６譲

渡については，それぞれ平成１４年９月６日，平成１９年１０月２０日及び同

年１１月１３日到達の書面により，各債権譲渡の通知が藤田陸運に対してなさ

れていることが認められる。

これらによれば，原告及び参加人は，いずれも藤田陸運に対する債権譲渡の

対抗要件（民法４６７条１項）を具備していると認められるから，この点に関

する被告らの主張は採用することができない。
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３ 争点（２ （本件保証債務の随伴性の有無）について）

（１） 本件保証契約の性質

たくぎん抵当及び被告旧藤田運輸との間で締結された本件保証契約につい

て，原告及び参加人は，同契約の被担保債権が本件貸金債権のみであること

等を理由に，本件保証契約の性質がいわゆる根保証契約ではなく通常の保証

契約であり，それゆえ，本件貸金債権の移転に伴い本件保証債権も当然に随

伴して移転している旨を主張しているので検討する。

前記前提事実及び前記認定事実によれば，本件契約書は，本件保証契約に

ついて 「ａ保証人は，債務者が第１条に規定する取引によって貴社に負担，

するいっさいの債務について金５億円を限度として，本人と連帯して保証債

務を負い，その履行についてはこの約定に従います （第１３条）旨定め。」

たうえ，第１条は被担保債権の範囲について 「ａ金銭消費貸借取引による，

債権，…ｃ貴社が取得する手形上・小切手上の債権」旨を規定していること

に鑑みれば，本件保証契約を交わす以前に既に藤田陸運において本件金銭消

費貸借契約に基づく利息の支払を滞らせたことがあったなどの事情があった

にせよ，本件保証契約が，本件貸金債務のみならず，たくぎん抵当と藤田陸

運との間の継続的な取引関係から生ずる数多の債務も担保することを予定し

ていたことが明らかであり，たくぎん抵当が破産宣告を受けるに至った時点

で本件保証契約が担保していたものが本件貸金債権のみであったことは，結

果にすぎないというべきであるから，原告及び参加人の上記主張は採用でき

ない。

（２） 本件保証債務の随伴性

次に，被告らは，本件保証契約は根保証であるところ，根保証には随伴性

がないから，本件貸金債権がスリーエルエルシーや原告，更には参加人に移

転していたとしても，本件保証債権は移転していない旨主張するので，この

点について検討する。
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一般に，基本的な継続的取引関係から生ずる多数の債務を担保することを

予定している保証契約においては，その基本的関係が正常に継続している間

は，特別の定めがない限り，個々の主債務が移転しても保証債務は移転しな

いものの，基本的関係が終了した場合には，その時点で存していた債務のみ

を担保することに定まると解されるところであり，そうであれば，それ以後

においては，主債務の移転に伴って，保証債務もまた移転していくものと解

するのが相当である。

原告及び参加人は，たくぎん抵当が本件不動産競売を申し立て，これにつ

いて開始決定がなされたことにより，本件根抵当権の被担保債権の元本が本

件貸金債権のうち５億円に確定したのであるから（民法３９８条の２０第１

項１号 ，これによって本件保証契約における主債務の元本も確定した旨主）

， ， ， ，張するので この点についても検討するに 前記認定事実によれば 確かに

たくぎん抵当は，藤田陸運が本件金銭消費貸借契約に基づく利息の支払を怠

ったため，本件金銭消費貸借契約における期限の利益を喪失させたうえ，本

件不動産競売を申し立て，これにつき同競売開始決定を得るに至ったもので

あること，本件根抵当権設定契約と本件保証契約は同一の契約書により締結

されていること，同契約書では本件保証契約の被担保債権につき独自の確定

事由は定められていないことなどが認められるものの，これらの事情のみか

らでは，本件不動産競売の申立てとともに本件保証契約の被担保債権までも

が直ちに確定すると解することはできないというべきであり，このことは，

平成１６年改正民法が，貸金等根保証契約について，担保権の実行の申立て

をもって元本が確定する旨を新たに定めておきながら（４６５条の４第１

号 「この法律の施行前に新法第四百六十五条の四各号に掲げる場合に該），

当する事由が生じた貸金等根保証契約であって，その主たる債務の元本が確

定していないものについては，施行日にその事由が生じたものとみなして，

同条の規定を適用する （同附則４条５項）旨の経過措置を設けているこ。」
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とからも伺えるというべきであるから，この点に関する原告及び参加人の主

張も採用できない。

しかしながら，翻って，前記前提事実及び前記認定事実をみるに，本件金

銭消費貸借契約を交わすことにより藤田陸運との間で金銭消費貸借取引を開

始し，更に，被告旧藤田運輸らとの間でも本件根抵当権設定契約及び本件保

証契約を交わすことにより，藤田陸運との間の取引関係を拡充する余地すら

有するに至っていたたくぎん抵当そのものが，その後，経営破綻し，平成９

年１１月１９日には破産宣告を受けて破産管財人が選任され，法的債務整理

手続が開始された状況に陥ったのであるから，遅くとも，上記時点において

は，もはやたくぎん抵当と藤田陸運との間の本件金銭消費貸借契約を含めた

一切の取引関係も確定的に終了するに至ったものと解するのが相当である。

そうであれば，本件不動産競売の申立てにより本件根抵当権の被担保債権

は既に本件貸金債権のうちの５億円に確定するとともに，本件保証債権の被

担保債権も，上記たくぎん抵当の破産宣告により，同じく本件貸金債権のう

ちの５億円に確定していたものと解される。

よって，本件第１譲渡によりスリーエルエルシーに，本件第２譲渡により

原告に，それぞれ本件貸金債権に随伴して本件保証債権も移転し，本件第３

譲渡において本件貸金債権１０億円のうち４億円がコンテナーに譲渡された

ことにより，本件保証債権は，原告及びコンテナー間において本件貸金債権

の額に応じて按分され，結局，原告は，本件第３譲渡の時点において，本件

保証債権のうち３億円を有するに至ったものと解されるものであり，また，

参加人も，上記の本件保証債権３億円が，本件第５譲渡により原告からジェ

イ・スリー・インベストメンツに，本件第６譲渡によりジェイ・スリー・イ

ンベストメンツから参加人へ移転したことにより，本件保証債権３億円を取

得するに至ったと解されるところである。

それゆえ，本件保証債務の随伴性に関する被告らの上記主張も，採用でき
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ないというべきである。

４ 争点（３ （被告新藤田運輸は旧商法２６条１項により本件保証債務を負う）

か ）について。

（１） 旧商法２６条１項の適用について

ア 商号の続用の有無

， 「 」被告らは 被告新藤田運輸は本件営業譲渡前に既に 株式会社藤田運輸

の商号を使用していたものである以上，本件営業譲渡に伴い商号を続用し

た場合にあたらないなど主張するので，この点について検討する。

確かに，前記認定事実によれば，被告新藤田運輸は，本件営業譲渡契約

がなされた平成１６年６月２５日の約１か月前である同年５月２０日に，

既に「成田エアポートサービス株式会社」から「株式会社藤田運輸」に商

号変更をしていたのであって，本件営業譲渡の直後から被告旧藤田運輸の

商号を続用した場合には直ちにはあたらないと解される。

しかしながら，そもそも，旧商法２６条１項が，商号の続用の場合にお

ける営業譲受人の責任を規定したのは，譲渡人の債権者は営業譲渡により

営業の主体が交替したことを知らないか，あるいは，知っていても自己に

対する債務もまた譲受人がこれを引き受けたものと信頼するのが通常の事

態であることなどによるものと解されるところ，このような債権者の信頼

は，営業譲渡直後から譲受人が従前の商号を新たに使用する場合と，営業

譲渡の直前から予め譲受人が譲渡人と同一の商号を使用していた場合とで

異ならないというべきであり，このように解しても，従前から同一の商号

を使用していた譲受人は遅滞なく免責登記を行うことによりその責めを免

れることができるのであるから不可避的な負担を負わせることにはならな

いというべきである。

そのうえ 本件についてみるに 前記認定事実 とりわけ 同 ８ 本， ， ， ， （ ）（

件営業譲渡に至る経緯）に鑑みれば，被告新藤田運輸は，被告旧藤田運輸
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の業績が悪化していたため人件費の削減を試みたところ，労働組合等から

激しい反発を受けたことから，賃金引下げに反対する労働者を除いたその

余の人的財産や商号，取引先，社屋，車輌，什器備品等の営業財産を含む

事業全体を一体的に譲渡させるという正当とは言い難い目的のために，予

め成田エアポートサービス株式会社において被告新藤田運輸に商号を変更

， ，させたうえ これとの間で本件営業譲渡に及んだにすぎないのであるから

以上のような事情に鑑みても，本件営業譲渡については，被告新藤田運輸

， 。につき 旧商法２６条１項の商号の続用があったと認めるのが相当である

よって，この点に関する被告らの主張も採用できない。

イ 同条項の趣旨との関係

更に，被告らは，上記のとおり商号の続用にあたるとしても，原告はそ

もそも不良債権の回収を業とするサービサーであり，本件保証債権も既に

被告旧藤田運輸の所有する物件につき本件不動産競売が申し立てられてい

るような不良債権であることを熟知しながらこれを譲り受け，かつ，原告

自身が上記競売事件の競売申立人の地位を承継して，自ら積極的に債権回

収に及んでいたものであって，営業譲渡人が本件営業を継続しているかの

ような外観を信頼して取引を継続したり，債権の保全手続をとらずにいる

ような一般債権者とは到底いえないのであるから，旧商法２６条１項を適

用する必要はない旨を主張しているところ，確かに，同条項の趣旨は，営

業譲受人が商号を続用する場合，営業譲渡人の営業上の債権者が，営業主

の交替があったことを知らず，営業譲受人である現営業主が自己の債務者

であると考えたり，仮に営業主の交替を知っていたとしても営業譲受人に

よる債務の引受があったと考えるのも無理からぬことが多いことに鑑み，

かかる債権者の信頼を保護しようとした面も有するものの（最高裁第一小

）， ，昭和４７年３月２日判決民集２６巻２号１８３号参照 だからといって

直ちに，不良債権であることを確知しながら債権を取得し，その債権回収
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に努める債権者が排除されるとは到底いえず，本件は，上記のとおり本件

営業譲渡によって被告旧藤田運輸の営業財産を含む事業全体を一体的に譲

渡させたものであり，商号の続用を否定すべき特段の事情も認められない

から，この点に関する被告らの主張も失当であって採用できない。

（２） 本件免責登記が遅滞なくなされたといえるかについて

被告らは，上記のとおり，旧商法２６条１項の適用があるとしても，被告

らは，被告新藤田運輸は遅滞なく本件免責登記をしているから同条２項によ

り免責される旨主張するので，この点について判断する。

そもそも同条項の趣旨は，営業譲受人が商号を続用する場合であっても，

遅滞なく免責の登記をした場合には，商号続用による営業主の同一性の外観

又は債務引受の外観がその時点で打破され，同条１項の趣旨である上記外観

に対する債権者の信頼の保護を考慮する必要もなくなるため，営業上の債権

者一般に対して，営業譲受人の弁済義務を免れさせることとしたものである

と解され，そうであれば 「遅滞なく」免責の登記をしたか否かは，営業譲，

渡が行われた後，客観的に免責の登記も可能となったときを起点に考慮すべ

きであると解されるところ，前記前提事実及び前記認定事実によれば，本件

営業譲渡は，平成１６年８月１２日に関東運輸局長に認可されているが，本

件に現れた全証拠によっても，同日から相当の期間において，被告新藤田運

輸において，免責登記の手続をとることが不可能ないし著しく困難であった

， ，などの客観的な事情は何ら認められないにもかかわらず 被告新藤田運輸は

同年１０月１５日に至って漸く千葉地方法務局佐倉支局に対して本件免責登

記の申請をしたものにすぎないこと，この間，同年９月１０日には本件仮処

分事件の申立てがなされ，同月２７日付けで被告新藤田運輸の答弁書が作成

されていること，前判示のとおり，本件営業譲渡は，賃金引下げに反対する

労働者を除いたその余の人的財産や商号，取引先，社屋，車輌，什器備品等

の営業財産を含む事業全体を一体的に譲渡して存続させるという正当とは言
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い難いものであったことなどに鑑みれば，本件免責登記が「遅滞なく」なさ

れたと評価するには到底至らないと解される。

それゆえ，被告新藤田運輸は，本件保証債務を免れず，旧商法２６条１項

により，被告旧藤田運輸と連帯して同債務を負うというべきである。

５ 争点（５ （商事消滅時効の成否）について）

被告らは，本件貸金債務について，本件第１譲渡がなされた平成１３年１０

月２５日，又は，遅くとも，本件不動産競売手続においてコンテナーが配当を

受けた平成１４年７月２日から既に５年間が経過している旨を主張して，商事

消滅時効を援用するが，前記２判示のとおり，原告は，本訴提起時において，

本件各債権譲渡につき藤田陸運に対する対抗要件を具備していたと認められ，

これが消滅時効の中断事由に該当することは明らかであるから，原告が本訴提

起時に対抗要件を具備していなかったことを前提とする被告らの上記主張は，

いずれも採用できない。

６ 争点（６ （本訴の請求が信義則違反又は権利の濫用にあたるか ）につい） 。

て

被告らは，ダイキが，ダイキと被告旧藤田運輸との間の和解により，７６０

０万円及び土地を取得し被告旧藤田運輸との間で債権債務がないことを確認す

る一方で，その和解直後の平成１４年４月に，ダイキそのものというべき原告

を傀儡として本件保証債権を取得し，同債権をもって被告旧藤田運輸の一般財

産にまで責任を追及するのは，上記和解に応じた被告旧藤田運輸の予期に反し

不公平であるから，本訴の請求が信義則違反又は権利の濫用にあたる旨主張す

るが，前記認定によれば，確かに，同年３月にダイキと被告旧藤田運輸との間

， ，で 被告旧藤田運輸がダイキに７６００万円を支払う旨の和解が成立したこと

原告の日本における代表者がダイキの元従業員であることが認められるもの

の，本件全証拠によっても，ダイキと原告が実質的に同一であり，原告が本件

保証債務の履行を請求するのが不公平であって信義則に違反し権利の濫用に該
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当すると認めることはできないから，被告らの上記主張は採用することができ

ない。

第４ 結論

よって，その余の争点について判断するまでもなく，参加人の請求はいずれも

理由があるからこれを認容し，原告の請求はいずれも理由がないからこれを棄却

することとし，訴訟費用の負担につき民訴法６１条，６５条１項本文を，仮執行

の宣言につき同法２５９条１項を，それぞれ適用して，主文のとおり判決する。

千葉地方裁判所民事第５部

裁判長裁判官 仲 戸 川 � 人

裁判官 三 村 義 幸

裁判官 吉 田 彩 子


